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研究成果の概要（和文）：本研究は，優れた有機半導体の創出を目的に共有結合性有機構造体（COF）の精密構
造制御について検討したものである．特に，非平面型の環状π共役系であるデヒドロベンゾ[24]アヌレン（[24]
DBA）が，その立体構造上の制約によりズレ無くスタッキングする特性を活かしたCOFの構築を中心に検討を進め
た．その結果，[24]DBAを構成要素とする結晶性化合物を得ることに成功し，各種スペクトル測定や比表面積測
定，構造モデルからのシミュレーションなどから，当初設計したCOFが得られたことを確認した．また，非平面
型のピレン誘導体をモノマーとするCOFを，独自の「塗布重合法」で成膜することにも成功した．

研究成果の概要（英文）：This research aimed at the synthesis of covalent organic frameworks (COFs) 
with high structural integrity at the atomic scale. Specifically, this work attempted the synthesis 
of a COF with dehydrobenzo[24]annulene ([24]DBA) as a main building motif. [24]DBA has a nonplanar 
cyclic π-conjugated framework, and this nonplanarity should effectively restrict lateral slipping 
in layer-by-layer stacking. Systematic investigation for optimal synthetic conditions resulted in 
successful formation of crystalline product comprising the [24]DBA motif: spectroscopic analyses, 
surface area measurements, and simulation data based on a modeled structure all supported the 
construction of the target COF. In addition, this work tried preparation of COF thin films via a “
solution deposition-polymerization method”, which led to the formation of smooth COF films 
comprising a non-planar pyrene derivative.

研究分野： 有機材料化学

キーワード： 共有結合性有機構造体（COF）　有機半導体　デヒドロアヌレン　π共役分子

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
非平面環状π共役骨格を構成要素とする共有結合性構造体は，これまでに報告例がない．このような構造体の形
成は，π共役ユニットを精密に集積するために極めて有効なアプローチであり，本研究の成果は優れた有機半導
体を創出する上で非常に意義深いと考えられる．また，共有結合性構造体の塗布成膜についても，広く適用可能
な一般的手法は報告されていない．本研究で開発した「塗布重合法」による成膜は簡便性・迅速性において画期
的であり，構造秩序に優れた共有結合性構造体の応用開発における新たな技術的基盤を提供するものである．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
π共役分子が集合体として発現する電子物性は，分子配列に強く依存する．そのため，分子の

集積挙動の理解と制御は優れた有機電子デバイスを開発する上で非常に重要な課題であり，活
発な研究の対象となってきた．しかしながら，分子配列を精密に制御するための一般的で信頼性
の高い方法論はいまだ確立されていない．π共役ユニットを精密に集積するための有望なアプ
ローチとして，目的とするπ共役ユニットを共有結合性有機構造体（Covalent Organic Framework, 
COF）の骨格に組み込むことが考えられる．COF は，構成要素（モノマー）が共有結合を介して
規則正しく連結された結晶性ポリマーであり，モノマーに応じて生成物の構造が厳密に定義さ
れるため，設計に基づいた計画的な合成が可能である．特に，共有結合ネットワークが二次元に
広がった 2D COF は，一般にπ共役ユニットが密に重なるよう多層化することから，電荷キャリ
アや励起子の輸送に理想的な材料となり得る．実際に，本研究の開始時までに COF の有機電子
材料への応用を志向した研究が国内外の複数のグループから報告され，大きなインパクトを与
えていた（参照文献 1－3）． 
その一方で，高性能な有機電子材料となる COF を実現するためには課題もある．例えば，積

層した二次元ネットワークの間には，π電子間の反発を低減するため面内の任意方向に数 Å の
ズレが生じてしまう（参照文献 4）．このような構造の乱れは，電荷キャリアや励起子の輸送を
妨げるため好ましくない．このような構造の乱れの解消は，COF のポテンシャルを最大限に活
かすために不可欠であり，優れた有機電子材料を実現する上で大きな意義を持つ． 
 
２．研究の目的 
申請時の研究目的は，以下の 2 項目である． 

（１） 非平面型のπ共役骨格をもつ構成ユニットを用い，π共役系の重なりが精密に制御され
た COF を得る（図 1）． 

（２） 得られた COF の成膜と電気物性評価． 

 
 
３．研究の方法 
（１）非平面型π共役系を構成ユニットとする COF の合成． 
非平面型のπ共役系として，dehydrobenzo[24]annulene（[24]DA）骨格を採用する．[24]DA は

24 個の炭素からなる環状π共役系であり，孤立分子として熱力学的に最も安定な配座は非平面
である．ただし，その環状骨格は比較的柔軟であり，平面から非平面まで様々な配座で結晶化で
きることが知られている．従って，[24]DA 骨格がどのような配座で COF を形成するかは自明で
はない（図 2a）．本研究では，[24]DA に catechol を 4 つ縮環した誘導体 [24]DBA-OH を，benzene-
1,4-diboronic acid（BDBA）と組み合わせて COF を構築する（図 2b）． 
（２）COF の物性評価 
当初検討対象に設定した COF が合成再現性や安定性の面で成膜検討に適さないことが判明し

たため，別途，COF 薄膜を簡便かつ迅速に作製するための探索的検討を実施した．具体的には，
モノマーを成膜すると同時に重合させる「塗布重合法」による COF 薄膜の形成に取り組んだ． 

 
 
４．研究成果 
（１）Dehydrobenzo[24]annulene を骨格要素とする構造体の合成と評価 

HO OH HOOH

HO HO OHOH

[24]DBA-OH
BDBA

図2．(a) [24]DA骨格の化学構造．孤立分子としては非平面配座
が最も安定だが，平面から非平面まで様々な配座で結晶化できる．
(b)本研究で用いたCOFモノマー（[24]DBA-OH，BDBA）の化
学構造．

(a) (b)



COF モノマーとなる [24]DBA-OH を
1,2-dimethoxybenzene から 10 ステップで
合成し，これを BDBA とソルボサーマル
条件で反応させると不溶性微粉末が得
られた．生成物を粉末 X 線構造回折測定
（PXRD）で分析したところ 2θ = 4.85° に
一次回折ピークが観測され，また，窒素
等温吸着線測定では 1340 m2 g–1 の BET
比表面積が観測された（図 3）．これらの
測定結果は，[24]DBA 骨格が非平面配座
で COF を形成しているモデルにもとづ
くシミュレーションと矛盾しない．さらに，赤外分光測定および固体 NMR 測定では，[24]DBA
骨格が分解せずに構造体に取り込まれていることが示唆された．従って，目的の構造体 
[24]DBA-COF が設計通りに形成されたものと考えられる． 
この成果は，「π共役系を極めて精密に積層し優れた有機半導体を創出する」ことを実現する

うえで重要な一歩である．また，高い配座柔軟性をもつ環状骨格を構成要素として COF が構築
できることを示した点で，COF の構造多様性を拡大するうえでも興味深い成果といえる．一方，
この COF は合成再現性が低く，これまでの検討で最適化された条件でも，たびたび結晶性と多
孔質性が極めて低い生成物が得られた．今後さらなる物性評価を行うためには，この合成再現性
の低さの解消が課題である． 
 
（２）Dehydrobenzo[12]annulene を骨格要素とする構造体の合成と評価 
上述の結果を受け，DBA を骨格要素とする COF を効率よく合成するためのより一般的な知見

を獲得するため，dehydrobenzo[12]annulene 誘導体 [12]DBA-OH（図 4a）をモノマーとする COF
の合成を検討した．[12]DBA-OH は，その歪んだ diacetylene ユニットに由来して比較的安定性が
低い．このようなモノマーから COF を構築する手法が確立できれば，DBA 類に限らず多様なモ
ノマーにも適用できる可能性があり，COF の多様性を拡大する上で大きな意義をもつと考えら
れる． 
本研究では  [12]DBA-OH をそのまま用いるのではなく，安定で溶解性に優れる

tetrahydropyranyl 保護体（[12]DBA-OTHP）として反応に供し，系中で酸により脱保護する手法を
検討した．この「系中脱保護法」は，取扱いが容易な保護体の状態で高純度に精製した化合物を
そのまま反応原料に用いることができるとともに，安定性が低い [12]DBA-OH をソルボサーマ
ル条件下で必要以上に長時間加熱することを回避できる利点がある．脱保護に用いる酸の種類，
温度，時間，溶媒などの条件を系統的に検討した結果，benzen-1,3,5-triboronic acid（BTBA）との
脱水縮合で結晶性および多孔質性を示す不溶性粉末が得られた（図 4b, c）．粉末 X 線回折データ
の一次ピークは 2θ = 2.95° に観測され，これは予想される COF のモデルからシミュレーション
した値と良く一致している．保護基に THP 基を用いた系中脱保護法は既知の類似法に比べて穏
和な条件で実施できるため，本研究の成果を活用することでこれまで不可能と考えられていた
ような不安定・不溶なモノマーからの COF 合成に道が開けると期待される． 

 
 
（３）2 次元共有結合性有機構造体の成膜 

COF を電子デバイスの活性層として応用する上で，効率的で信頼性の高い成膜法の開発は必
須である．しかし，COF は一般に不溶性微粉末として得られることから成膜性がきわめて低く，
その応用開発の大きな妨げとなっている．そこで本研究では，モノマーを基板に塗布すると同時
に重合させる「塗布重合法」により，平滑性に優れた COF 薄膜を簡便に得るための検討を実施
した．モノマーには，置換基の立体障害のため非平面型の配座を持ちかつ強いπスタッキングを
形成する 1,3,6,8-tetrakis(4-aminophenyl)pyrene を用い，これと terephthalaldehyde との縮合重合で
連結したイミン連結型 2D COF の薄膜形成を狙った（図 5a）．検討の結果，塗布溶液の組成や基
板温度などを最適化することで，別途合成した粉末サンプルと同じ 2θ値に X 線回折ピークを示
す，比較的平滑な薄膜を得ることに成功した（図 5b, c）．なお，このとき溶液の塗布から薄膜を
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図3．[24]DBA-OHとBDBAから得られたCOFの分析データ．
(a) 粉末X線回折；(b) N2吸脱着等温線．
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得るまでに要した時間は 10 分程度であり，これは一般的な塗布成膜と同程度のタイムスケール
である．Pyrene のような拡張π共役系を構成要素とする COF の迅速成膜に成功した例はこれま
で報告されておらず，今回の成果は COF の応用開発において非常に意義のあるものと言える． 
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